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1. はじめに
中国では急速な都市化と共に都市開発が各地で
進行している。そうした現象はかつて中国の政
治・経済・文化の中心であった歴史的都市をも巻
き込み、都市開発や自動車交通の整備と伝統的な
空間を保全することの間に葛藤が起きている。そ
の一方で、多くの伝統的地区のインフラ整備は未
だ不十分であり、地区内の住宅は老朽化し、生活
道路の機能は衰退し、住民からは生活環境改善へ
の要望が強い。
日本にも歴史的資産を保有した街や都市が存在
するが、かつての高度成長期には現在の中国に見
られるような開発と保全の対立する状況がそこに
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はあった。その後、歴史的環境1の保全を意図し
た法制度が徐々に整備・拡充されてきた。そうし
た日本の事例や経験は、現在の中国の歴史的都市
が直面する問題と解決策を考える上で、大いに参
考になる面があるだろう。本稿では、日本と中国
におけるこれまでの歴史的環境保全政策とその取
組みを対照的に整理・検討し、主に以下の2つの
視点からその比較を行うことで、政策的な示唆を
得ることを意図する。
一つは、日中両国の歴史的環境保全をめぐる政
策・法制度の比較であり、もう一つは、歴史的環
境保全政策を実施する政府・行政の組織体制の比
較である。
日本では歴史的環境保全を意図した「古都保存
法」や景観保存の条例が、国と地方の各レベルに
おいてそれぞれ整備されてきた。そこでは国と地
方の間の連携という視点も、政策・法制度や行政
組織を評価する上で重要である。また歴史的環境
保全政策は、大きく文化財保全と都市計画という
2つの行政領域に関係し、それぞれの行政機関が
各々の法制度に基づき政策・制度の運用・実施を
図ってきた。すなわち縦割り行政の問題がどうし
ても関連してくる。
その一方で、中国でもまた、日本と同様に国と
地方において歴史的環境保全の政策・法制度が構
築されてきた。ただし、伝統街区を保全するとい
う点で法制度の力は未だ不十分であり、国と地方
の責任と連携にも課題が多い。そうした中国の政
策や法制度の検証と問題点を明らかにしつつ、中
国の一歩先を進んできたと思われる日本の政策や
法制度の検証から、中国の歴史的都市への政策的
示唆を探っていくことにする。
以下、本稿では、日本と中国の歴史的環境保全
制度について、まずはその誕生から現在までの推
移について整理し、次いで現行の政策・法制度の
特徴、そして政策・法制度の実施体制について、
両国の共通点・相違点を比較検討しながら、最後
に、日本および中国のそれぞれにおける課題解決
に向けての政策的含意を示す2。
2. 日本における歴史的環境保全制度の 
誕生と変遷
2.1　法制度の変遷の概略
日本における法制度の変遷については、文化庁
（1988）3が1868年から1926年までを「文化財保護制
度の誕生」、1926年から1945年までを「国宝の保護
の充実と海外流失の防止」、1945年から1966年ま
でを「文化財保護法の制定と整備」と3つの時期に
分類している。さらに浅野（1994）4は、この時期
に続けて、1966年から1975年までを「古都保存法
の制定による歴史的風土の保存」、1975年以降を
「文化財保護法の改正による“伝統的建造物群保存
地区制度”の創設」として、5つの時期に分類して
いる。
日本の歴史的環境保全制度の変遷を戦前・戦後
の2つの時期に分けて、年表の形に整理したもの
が表2-1である。
2.2　明治から戦前期までの法制度
日本の歴史的環境保全制度は、明治以降の近代
国家の成立と発展の中で幾度か変遷をたどりなが
1	 「歴史的環境」という概念を定義しようとした研究はいくつかある。建築史分野の稲垣（1984）、社会学分野の片桐（2000）、都市計画分野の
西村（1997）、法学分野の林・他（1984）などである。これらの中で本稿で取り上げる「歴史的環境」の意味に近いのは大河・他（2006）である。
本稿では、「歴史的な建物や遺跡における昔から現在に亘って人間が生きてきた軌跡」と定義する。大河・他（2006）は、生垣・用水路・茅
葺き屋根など身の周りにある「歴史を語るもの」の全体を指して、「歴史的遺産」や「歴史的環境」と呼んでいる。大河・他（2006）,	p.5を参照さ
れたい。
2	 本稿は、日本計画行政学会若手研究報告会（2013年3月）における報告「中国における歴史的環境保全政策の変遷と今日的課題―河南省の事
例を中心に」を基に、日本・中国両国の政策・法制度の比較研究の形としてまとめたものである。
3	 文化庁（1988）,	pp.273-283から引用。
4	 浅野（1994）,	pp.138-140から引用。
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ら形成されてきた。その主要な制度は、文化財保
存にとっての危機的状況が勃発したことがきっか
けとなって成立してきたと言える5。明治維新と
その後の欧化主義および廃仏毀釈の風潮の中で、
当時、日本の伝統文化は軽視され、社寺の疲弊も
手伝い、社寺の財宝・建造物等を中心に多くの文
化財が散逸し破壊される危機に直面していた。こ
うした状況下で、1871年、日本政府は「古器旧物
保存法」を太政官布告として発令し、全国に伝来
の古器旧物を保全すべきことを通達した。同時
に、各地方官庁のもとで品目と所蔵人を調査のう
え、政府に報告するよう指令した。これが日本で
初めての所蔵者への啓蒙によって文化財保護思想
の普及を図ろうとした政策であった6。
その後、日清戦争（1894〜 1895年）の時期には
民族意識が高揚し、それを背景にそれまでの古社
寺保存対策を強化した「古社寺保存法」が1897年に
制定された7。同法は日本で初めての社寺所有の
建造物・宝物類を対象とした法規であり、現行の
文化財保護制度の原型8となった。そして同時に、
群をなす建造物の一括指定という考え方が取り入
れられた9。戦前期に至る過程では、建造物保存
に関連して、土地に関係する文化財保存を目的と
した「史蹟名勝天然記念物保存法」（1919年）も制定
された。
国や地方自治体のみならず個人が所有する建造
物等に対しても保存の機運が高まり、1929年には
「古社寺保存法」が廃止され、代わって「国宝保存
法」が制定された。同法によって保存対象の拡大
と指定件数の大幅増加が実現し、それに対する各
種措置（指定制度の全面的採用等）が採られること
になった。また「古社寺保存法」では萌芽的であっ
た群をなす建造物の一括指定方式が、同法によっ
て確立された10。同法によって国宝指定作業が進
められる一方で、未指定の重要美術品が相次いで
海外に流失する事件も勃発し、臨時立法として
1933年に「重要美術品等の保存に関する法律」が制
定された。同法は重要美術品等と共に、分解して
輸出される危険性があった建造物299件の指定も
行った11。
以上、戦前の法制度は建造物の文化財としての
価値を高めることを意図し、一定の成果を上げた
と評価することができよう。文化財の保存と公
開、所有権の尊重、指定に基づく保護といった戦
後の文化財保護法制の骨格は、すでに戦前に形成
されていたと言える。しかしながら、保護対象と
所有者の範囲が徐々に拡大されてきたとは言え、
保護の中心にあったのはあくまでも社寺が所有す
る美術工芸品や皇室関連の遺跡であったという点
で限界もあった。
5	 中村（1999）,	p.13を参照。
6	 中村（1999）,	p.14では，「古器旧物保存法」が日本で最初の文化財保護を意図した法制度であったと指摘している。
7	 文化庁（1988）,	p.274を参照。
8	 同上のp.274を参照。
9	 林・他（1984）,	p.13を参照。
10	 浅野（1994）,	p.138を参照。
11	 同上のp.139を参照。
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2.3　戦後期における法制度
戦後のまだ混乱期ではあったが、保存運動の活
発化によって1950年に「文化財保護法」が成立し
た。同法は日本最初の文化財保護に関する包括
的・統一的な立法であり12、既存の3つの法令を廃
止・統合し、内容について大幅な拡充を図るもの
であった13。文化財を保護するための法制度を体
系化し、文化財の保存と活用、財産権の補償との
調整等を図ることが意図された。
1950年代後半以降の高度成長期になると、急激
な都市化によって、全国規模で都市の自然環境
や歴史的環境の破壊が進行し始めた14。京都・奈
良・鎌倉といった古都においても都市化による深
刻な問題が発生し、1966年に「古都保存法（古都に
おける歴史的風土の保存に関する特別措置法）」が
制定された。同法においては、「歴史的風土」とい
う用語と「建造物・遺跡等と周辺の自然環境」から
なる広域的な面的保全という視点が取り入れられ
た。歴史的風土保存計画に基づいて都市計画を
策定し、歴史的風土特別保存地区を地域指定する
ことで「都市計画法」との一体化を図ることが意図
された。しかし同法の対象は古都（京都市・奈良
市・鎌倉市・政令で定める都市）に限定されたこ
とで、重点保護主義・選択保護主義であるとの批
判も受けた。また町並みや集落は保全対象から除
外されていたが、それは民家のある場所を保存地
区に指定した場合に、規制の問題が複雑化するこ
とを恐れたからであった。
1950年に制定された「文化財保護法」は、1954年
に改正（第1次）された後は、約20年間、実質的に未
改正の状態が続いた。その間、歴史的環境の破壊
は進行し、1966年の「古都保存法」でも町並み・集
落の歴史的環境が保全対象から除外されていたこ
とから、歴史的環境保全のための住民運動が各地
で展開された。1970年代に至りようやく地方自治
体による歴史的環境保全関連の条例が相次いで制
12	 文化庁（1988）,	p.280を参照。
13	 「文化財保護法」の施行期日を定める政令（政令第276号）によって、同法は1950年8月29日に施行された。この施行に合わせて、前身である
「史蹟名勝天然記念物保存法」「国宝保存法」「重要美術品等の保存に関する法律」は廃止された。
14	 以下、「古都保存法」に関する記述は、浅野（1994）,	p.140を参照。
表2-1　日本における明治以降から戦前・戦後期における法制度
明治以降から戦前期
年 法・制度の名称 所管官庁
1871 古器旧物保存法 内務省・文部省
1897 古社寺保存法 内務省
1919 史蹟（史跡）名勝天然紀念（記念）物保存法 制定時は旧内務省所管，1928年に文部省へ移管
1929 国宝保存法 文部省
1933 重要美術品等の保存に関する法律 文部省
戦後期
1950 文化財保護法 国は文部省（文化庁），都道府県（知事），市町村（長）
1966 古都保存法 国土交通省
1975 文化財保護法改正，伝統的建造物群保存地区制度の導入 文化庁
1993 世界遺産委員会が法隆寺と姫路城の登録を決定 国際連合教育科学文化機関
1996 文化財保護法改正，登録文化財制度導入 文化庁
2001 文化芸術振興基本法 文部科学省
2004 景観法 国土交通省
2008 歴史まちづくり法(「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律」)
文部科学省（文化庁），
農林水産省，国土交通省の共管の法律
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定されるようになり、それが1975年の文化財保護
法改正による「伝統的建造物群保存地区制度」（以
下、伝建地区制度と略）の創設へとつながった。
伝建地区制度の特徴は、伝統的建造物群という
用語を取り入れ、町並み・集落の歴史的環境に対
する面的保全を初めて制度化したことにある。都
市計画区域内においては、都市計画の地域地区の
一つとして伝統的建造物群保存地区を指定するこ
とで、「都市計画法」との一体化が図られた15。ま
た都市計画区域内はもちろんのこと、都市計画区
域外においても、保存条例に基づき都市計画の手
法に準じた手続きで地区を指定することが可能に
なった。また、他の文化財とは異なり、国が上か
ら指定するのではなく、市町村が住民と話し合い
ながら自主的に地区を指定する方法も取り入れら
れた。そして国（文化庁）が市町村の申請に基づき
伝建地区の中からさらに重要なものを「重要伝統
的建造物群保存地区」として選定する制度も整備
され、文化庁から財政支援（補助金）を受けること
も可能になった16。
しかし、伝建地区制度に対しても、「古都保存
法」と同様に、代表例を選定して保全する重点保
護主義であるとの批判はある。また伝建地区制度
は他の法制度の後から出来たために、単に地区指
定を重ねているという状況もある。地域地区制度
やその他の都市計画等との整合性をいかに図るか
という点でも課題は存在してきた。
2.4　現在の法制度
現在、歴史的環境保全に関わる法制度は、国が
重要部分を担い、それ以外の部分を地方自治体が
補完するという、以前よりも国と地方自治体が役
割分担する形になっている。しかしながら、以下
で説明する「古都保存法」に見られるように、法制
度による対応は都市化の進展に後追いする形でな
されてきた面があり、歴史式的都市や歴史的地区
を保全・利活用するという点で十分に機能してき
たかとなると問題・課題はある。
1966年に制定された「古都保存法」では、京都・
奈良・鎌倉等の古都内の歴史的風土を形成してい
る歴史的環境のみが保護の対象とされ、古都内で
も歴史的風土区域外は適用外であった。同法で定
める古都とは、「日本往時の政治、文化の中心等
として歴史上重要な地位を有する京都市、奈良
市、鎌倉市及び政令で定めるその他の市町村」（第
2条1項）とされ、具体的には、それら3都市の他
に、天理市、橿原市、櫻井市、奈良県生駒郡斑鳩
町及び同県高市郡明日香村、逗子市、大津市が政
令によって定められている。
その指定基準は、第１に、長期に亘って日本往
事の全国的な政治の中心または時代を代表する歴
史上重要な文化の中心地であった都市であるこ
と。第2に、史実に基づいた文化的資産が集積し、
かつ当該歴史上重要な文化的資産が広範囲にわた
る自然的環境と一体をなして後代の国民に継承さ
れるべき重要な「歴史的風土17」を形成している都
市であること。第3に、市街化もしくはその他の
開発行為が顕著であって「歴史的風土」が侵犯され
る恐れがあるため、積極的な維持、保存の対策を
講ずる必要のある都市、ということである18。
「古都保存法」によって「歴史的風土保存区域」と
「歴史的風土特別保存地区」が創設されたが、その
うち前者区域内の現状変更行為は府県知事への届
出制（第7条1項）、後者地区内の現状変更行為は許
15	 この部分も同上,	p.140を参照。
16	 重伝建地区に対する補助金制度の仕組みについては呂・長峯（2015）で検討しているので，そちらを参照されたい。
17	 「歴史的風土」とは、「古都保存法（第2条2項）」によって「日本国の歴史上意義を有する建造物、遺跡等が周囲の自然的環境と一体をなして古
都における伝統と文化を具現し、及び形成している土地の状況」と定義されている。建造物や遺跡等が存在し、さらにその周囲に自然環境
が存在し、これらが一体となって伝統と文化を具現化していることの3点が要件となっている。
18	 この段落の内容は、西村（2004）,	p.118から引用。
19	 「古都保存法」は1966（昭和41）年に創設されて以来、計8回改正されている。2000年度の分権改革では、多くの「許可制」が「届出制」に変わっ
た。ただし、2011年の改正では、「歴史的風土特別保存地区」の現状変更行為には府県知事の許可が必要となった。
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可制（第8条1項）19である。そして前者の歴史的風
土保存区域については、歴史的風土保存計画を
定めなければならないとされる（第5条1項）。西
村（2004）20によれば、「古都保存法」は現状凍結的
な厳しい制度であり、とりわけ歴史的風土特別保
存地区では損失補償や土地の買い取り請求権の規
定が設けられている。しかしそれでも、この制度
には限界があることを指摘している。第1に、対
象がいわゆる「古都」に限られていること、第2に、
保存手法が現状凍結的な許可制が中心であり、歴
史的風土を望ましい方向へ誘導し利活用する方策
が不十分であること、第3に、規制対象が都市縁
辺部において市街化の進行する恐れのある緑地地
域に限られるといったことである。同法は、急激
な都市化によって古都の歴史的環境が開発される
危険に晒される中で、国の責任において古都の外
延的開発を阻止し、緑地を保全しなければならな
いという状況から生まれた制度ということであ
る。
かつて1919年に「都市計画法」と「市街地建築物
法」21が成立した際に、良好な景観を維持すること
を目的に、都市計画法の地域地区としての「美観
地区」制度も同時に導入された。同制度は、2005
年に「景観法」が施行されるに伴い廃止され、「景
観地区」制度へと変更された。「景観地区」は、今
後の良好な景観の形成を図ることを目的に設定さ
れるようになったが、条例などの中では「景観地
区」を「美観地区」と呼ぶ地域もある。「景観法」が
全面施行されて以降、景観行政団体である地方自
治体は、条例によって景観問題に対して大きな役
割を果たすことになった。現在多くの地方自治体
が条例を制定し、景観の修復に対する事業に対し
ては重伝建地区と同様に、国（国交省）からの財政
支援（補助金）を受けることが可能になっている22。
2.5　政策・法制度の実施体制
これまで説明してきた日本の歴史的環境保全に
関する政策および法制度は、国と地方自治体の共
同体制によって実施されている。国においては文
化庁と国土交通省が並列する形で関与し、都道府
県・市町村の関係部署と協力・連携する体制を
とっている。この体制を図に描くと図2-1のよう
になる。
中村（1999）の説明を参考にすると、国の文化財
保護行政は文部科学省の外局である文化庁の文化
管理部局が一元的に担っている。その任務、所
掌事務並びに内部組織は、文科省の設置法・組織
令・設置法施行規則に定められており、文化財保
護と伝統的建造物群保存地区を主に担当する。文
化庁には長官官房のもと文化部と文化財保護部の
2部が置かれ、文化財保護部には部長・文化財鑑
査官各1名と伝統文化課・記念物課・美術工芸課・
建造物課の4課が置かれている。文化財保護行政
の事務はこの4課によって分掌され、各課にはそ
れぞれの専門分野を担当する文化財調査官が配置
され、文化財の指定・選定等の事務に従事し、地
方自治体等への指導・助言に当たっている。
文化庁には文化財保護審議会が設置され、同審
議会は文部科学大臣または文化庁長官の諮問に応
じて調査・審議と建議をするものとされる23。「文
化財保護法」の規定に基づく国宝・重要文化財等
の指定および指定解除といった重要な処分は文部
科学大臣が、その他の同法規定に基づく各種の命
令や現状変更等の許可、重要文化財の買取り、記
録作成の措置を講ずべき無形文化財等の選択等、
多くの重要な行為は文化庁長官が行っている。
20	 この段落は、西村（2004）,		p.121から適宜引用。
21	 「市街地建築物法」は1950年に「建築基準法」に改訂された。
22	 2012年3月15日に、倉敷市の教育委員会へヒアリング調査を行った。そこで以下のことが分かった。「景観地区」における財政支援は、まず
家屋などを修理する場合，事前に申告して、修理内容などについて協議する必要がある。その後，市において補助金の予算措置を行う。
補助金の交付が決定した後は、補助金を使わなくても「倉敷市伝統美観保存条例」による同意及び「倉敷市美観地区景観条例」による承認を
受けなければいけない。なお、修理には限度額400万円以内で6割の補助が入り、修景には限度額50万円以内で6割の補助が入る。
23	 「文化財保護法」の第11章を参照されたい。
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地方（都道府県および市町村）の文化財保護行政
は、教育委員会の所掌・責任となっている25。「文
化財保護法」が制定された当時、地方自治体の立
場は文化財保護事務を委任・委託される受動的な
ものであった。1954年の法改正によって、教育委
員会が設置され、これを機に地方自治体は文化財
保護に能動的な役割を持つようになり、県・市町
村は文化財指定制度を導入するようになった。ま
たその後の法改正によって、県・市町村は国指定
の文化財以外の文化財で、当該区域内に存在する
重要なものを条例によって指定し、その保存のた
めの措置を講ずることができるようになった。
地方自治体の役割が変化する中で、1957年法改
正の折に、教育委員会の諮問機関として調査研究
機能を担っていた文化財専門委員制度は廃止さ
れ、文化財保護審議会制度が採用された（150条
1項）。同時に、文化財の巡視、保護に関する指
導・助言、保護思想の普及活動を任務とする文
化財保護指導委員制度も採り入れられた（105条2
項）。とりわけ市町村の主体的役割が明確になっ
たのが、1975年の「伝統的建造物群保存地区」の指
定に際してである。さらに1976年には、「文部（科
学）大臣は、市町村の申出に基づき、伝統的建造
物群保存地区の区域の全部又は一部で我が国に
とってその価値が特に高いものを、重要伝統的建
造物群保存地区として選定することができる」（第
144条）ようになった。
重伝建地区に選定されると、市町村は建造物の
修理・修景に対する補助金を文化庁（国）に申請す
ることや税の優遇措置を受けることが可能にな
る。補助金制度は国（文化庁）・県・市町村にそれ
ぞれあるが、県・市町村からの補助金が主に修
理・修景を対象にしているのに対し、文化庁のそ
れは修理・修景に関連した経費も含めて対象がよ
24	 王・他（1999）の5章の図5-11を参考に、筆者が作成した。
25	 「地方自治法」は第2条第3項において普通地方公共団体（都道府県及び市町村）の事務を例示している。同項第5号では、他の営造物と並列し
て博物館その他の文化に関する施設の設置、管理並びに文化に関する事務の処理が示されている。また、同項第14条では、「建造物、絵画、
芸能、史跡、名勝その他の文化財を保護し、または管理すること」が示されている。これらの事務は普通公共団体の固有事務または行政事
務と言われる。
図2-1　日本における歴史的環境保全政策の実施体制（簡略図）24
日本政府
国土交通省 文化庁
地方都市計画部門 地方教育委員会
都市計画に関する
古都保護及び景観保全等
文化財・伝統的
建造物群保存地区保護
地方自治体（県・市町村）
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り広い。文化庁の補助金要綱26によると、一般的
に建造物の修理費には2分の1の補助が付き、県・
市町村の補助金はそれに上乗せされる形で付き、
結果として60% 〜 80%の補助率となるが、ほと
んどの場合、補助金の上限額も設定される27。国
からの補助率は全国一律であるが、県・市町村に
よる補助率あるいは補助金上限額には多少の差が
ある。
その一方で、都市計画部局は古都保存および都
市景観保全など、都市計画に関連した役割を担っ
ている。国レベルでは国土交通省が、県・市町村
レベルでは都市計画部門が、その任に当たってい
る。しかし、町並み・景観の保存・保全は、文化
財保存、土地利用規制、建築規制、文化振興、観
光振興といった領域とも横断的に関わってこざる
を得ない。その点でどの部局が全体を統括するか
が縦割り行政のもとで明確になっていない。たと
えば、「伝統的建造物群保存地区」の所管部局は通
常自治体の教育委員会内にあるが、一部の自治体
は本庁内の観光や文化関連の部局に置くことで、
町並み保存と観光・文化行政の統合を目指してい
る。広島県竹原市では、教育委員会内にあった伝
建地区の担当を、一時期、文化・観光を担当する
部局に移したという28。しかしながら、観光（開
発）と文化財保存という場合によっては対立する
政策目的の調整に限界を来たし、再び教育委員会
に担当が戻されたという。文化庁と国土交通省お
よびそれぞれに連なる地方部局との間には、政策
目的と執行をめぐる縦割りの問題29が存在してい
る。
「伝統的建造物群保存地区」は他の文化財とは異
なり、その中で人々の生活が営まれ、地域の人々
の努力によって維持されていく必要があり、それ
故、修理・修景に対する規制など応分の負担を住
民に強いることとなる。したがって、重伝建地区
の歴史的町並みを保全するには、まず地域住民の
自主性と合意形成を得ることが必要になる。確か
に、地域住民の間でも、立場や職種・性別・年齢
などによって歴史的町並み保全に対する考え方や
利害も様々である。また自宅が重伝建地区内の規
制対象になることへの抵抗も加わって、合意形成
までのプロセスで困難が生じる場合も少なくな
い。たとえば、上野（2010）30は、伝建地区の創設
初期には、調査を踏まえた保存基準が曖昧であっ
た問題もあったが、調査自体が地域住民の関心を
高める上で重要であった点を指摘している。三
觜・他（2011）31もまた、規制の強化よりも地区内
の住民との連携によって町並み保存への意識共有
を図る必要性を指摘している。したがって、各自
治体は、住民との合意を得るために、条例で定め
るなど少なくとも住民参加の仕組みを制度的に用
意していると言える。
3. 中国における歴史的環境保全制度の
誕生と変遷
3.1　戦前の法制度
中国の歴史的環境保全制度の推移を年表にまと
めたものが表3-1である。中国では、1920年代後
半、国民党政府が「三民主義」を掲げて民族意識を
昂揚させようとしていた。その中で、1929年に初
の保存関連法令である「名勝古跡古物保存条例」
が、国民党政府内政部によって公布された。同条
例は名勝古跡と古物を対象に保護規則を定めたも
26	 重要伝統的建造物群保存地区保存事業費国庫補助要項による。
27	 各市町村の「重要伝統的建造物群保存地区保存事業補助金交付要綱」による。
28	 この事実は、竹原市の教育委員会へのヒアリング調査（2012年3月16日）で分かったことである。
29	 呂・長峯（2015）では、重伝建地区制度をめぐる文科省（文化庁）と国交省の間の縦割り問題、また県・市町村レベルの教育委員会と都市計
画・土木・商工関係の部課の間の縦割り問題について検討しているので、そちらを参照されたい。
30	 上野（2010）,	pp.20-23を参照。
31	 三觜・他（2011）,	pp.335-338を参照。
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ので、名勝古跡は湖山・建築・遺跡に、古物32は
碑碣・金石・陶器等の10種類に分類されていた。
国民党政府は、当時の台湾が歴史文化遺産保護
の法制度を整備したことに触発され、続く1930年
に「古物保存法」、1931年に「古物保存法細則」、ま
た古物の管理機構に関して1932年に「中央古物保
管委員会組織条例」、古物の種類と範囲を示すも
のとして1935年に「暫定古物の範囲及び種類大綱」
を制定した。さらに1936年には、太平洋戦争時の
古物の保管方法を示した「非常時期の古物保管方
法」も制定した。以上が中国大陸において初めて
の文化財保護に関する法令である。そこでは文化
財の概念や範囲が定義されたものの、歴史的環境
については、土地と建物に関連した文化財建造物
の点的な保護に限定されていた33、34。
その後、1937年から1945年にかけての日中戦
争、そして1945年から1949年にかけての内戦に
よって、歴史的環境保全の法制度は実質的機能を
果たすことができなくなり35、戦争による古物の
破壊や流出が進行した。そして1949年の中華人民
共和国の成立によって、それまでの国民党政府時
代の法令や行政組織は廃止され、歴史的環境保全
の法制度も引き継がれることなく、一旦姿を消す
ことになった。
32 「古物」とは日本語の「文化財」に相当する。
33	 ここまでの説明は葉華・他（1995a）,	p.713から適宜引用。
34	 葉華・他（1995a）は、1937年から1945年にかけて日中戦争が発生し、その後の1945年から1949年にかけての国共内戦による中国大陸全土に
わたる戦乱によって、法制度の実行と充実は停滞し、機能しなかったと推察している。1948年から1950年にかけて国共内戦が終戦し、中
華人民共和国の誕生と共に中国共産党政府が大陸において政権を握ることとなった。さらに、葉華・他（1995a）は、中華人民共和国文化部
法規司、国家文物管理局へのヒアリング調査を通して、国民党政府時代に作られたあらゆる法律、制度及び行政組織が廃止され、文化財
保護関連法制度においても、後代への影響がほぼなかったと指摘している。国民党政府時代に作られた土地と建物に関連した文化財建造
物の点的な保護と、新中国設立後の1961年の全国重点文物保護単位の指定において示された点的な保護の方法や選定基準などは、異なる
と考えられる。国民党政府が中国を統治している期間中に作られた法制度の文献が少ないため、本論文で指した国民党政府時代とは、先
行研究を参照して、戦時中を除く1929年から1936年にかけての期間である。
35	 「歴史的環境」という言葉の意味については既に注1で言及したが、ここでいう「歴史的環境保全の法制度」とは1929年から1949年の期間中に
作られた歴史遺産を保護する法制度のことである。上記の葉華・他（1995a）は、1929年から1936年にかけて国民党政府によって作られた法
制度は、中華人民共和国へと受け継がれることがなかった。それに続く1937年から1949年にかけての戦時中に、国民党政府によって作ら
れた法制度は、十分に機能を果たさなかったと推察している。
表3-1　中国における歴史的環境保全の法制度
戦前期
年 法・制度の名称 所管官庁
1929 名勝古跡古物保存条例 国民党政府内政部
1930 古物保存法 国民党政府
1931 「古物保存法細則」 国民党政府
1932 「中央古物保管委員会組織条例」 国民党政府
1935 「暫定古物の範囲及び種類大綱」 国民党政府
1936 「非常時期の古物保管方法」 国民党政府
戦後期
1982 中華人民共和国文物保護法（2002改正） 全国人民代表大会常務委員会
1982 （国家）歴史文化名城制度の導入 国務院
1989 中華人民共和国城市規劃法 全国人民代表大会常務委員会
2003 中華人民共和国文物保護法実施法則 国務院
2008 歴史文化名城名鎮名村保護条例 国務院
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3.2　戦後の法制度
戦後の中国における文化財保護法制度の変遷
を、葉華・他（1995b）36は以下5つの時期に区分し
て捉えている。
（1）	萌芽期（1950〜 1965年）37
新しい中国が建立されたこの時期、戦争による
大量の文物の破壊、大陸から海外および台湾への
文物の流失という状況に対して、中国政府は文化
財保護のためいくつかの関連通知（日本の通達に
（2）	停滞期（1966〜 1972年）
1966年から始まる「文化大革命（以下「文革」と
略）」の時期、中国の法制度は機能不全に陥り、歴
史的記念物は旧体制の象徴とみなされ、大規模な
破壊が相次いだ。また、全国で百を超える城壁が
この時代に消失したとされる。中国における歴史
的環境保全の受難期と言え、文化遺産保護の国家
的施策はほとんど実施されなかった。
対応）を発令した（表3-2を参照）。国全体の都市開
発に対して、中国政府文化部による文物の調査や
登録が行われ、博物館の建設も始まった。都市開
発の際の遺跡や埋蔵文化財の発見に対しては、文
物保護の通知も出されるようになった。しかし都
市の歴史的建造物や歴史的環境を保全するための
具体的な規制が実施されるまでには至らなかっ
た。
（3）	見直し期（1973〜 1979年）
文革後期には文化財保護の強化に向けた見直し
も図られ、その一端として文化財保護行政と都市
計画行政が再開された。文化財の破壊や喪失に対
しては、1974年に文物保護の強化に関する通知が
国務院から出されたものの、具体的で包括的な法
整備には至らなかった。1979年になり、全国人民
代表大会常務委員会（以下「人大」と略）が「環境保
36	 本節の説明は、葉華・他（1995b）,	pp.196-198から適宜引用。
37	 同上の文献,	p.202の説明によると、中国近代史では、一般的に1949年から1952年は戦後の経済回復時期、1953年から1957年は第一次国民経
済五年計画時期、1958年から1960年は「大躍進」及び経済困難時期、そして1961年から1965年は国民経済調整時期、と区分されるという。
38	 葉華・他（1995b）によると、1961年に、中華人民共和国建国後初めての文化財保護に関する包括的な法規「文物保護暫行条例（文化財保護
に関する暫定行政法規・条例）」が国務院によって制定され、同時に、同条例に基づき、記念的建造物、石窟、歴史的建造物石刻及び古墓
葬の5つを対象とする第1回「全国重点文物保護単位」180箇所が指定された。また、同年の暫定行政法規によって、点的な歴史的建造物やモ
ニュメントなどの周辺に一定の保護範囲を指定し、それを文物保護単位の保存リストに登録し、文化財保護部門の役員によって管理し、
さらに定期的に保護状態を確認することが規定された。各級歴史的建造物などの保護は所属する地方政府によって、省や直轄市及び国家
レベルの文化財は国家文化部によって管理されるようになった。
表3-2　文化財保護の法制度萌芽期の関連法規
年 法規名称 所管官庁
1950 古文化遺跡及び古墓葬の調査、発掘に関する暫行弁法 国務院
1950 古文物建築の保護に関する指示 国務院
1951 名勝古跡の管理における職責、権利分担に関する規定 国務院、文化部
1951 地方文物名勝古跡の保護管理に関する弁法 国務院、文化部
1951 地方文物管理委員会暫行組織通則 国務院、文化部
1953 基本建設工程における歴史及び革命文物の保護に関する指示 国務院
1956 農業生産建設における文物の保護に関する通知 国務院
1956 城市規劃編制の暫行規則 建設部
1961 文物保護暫行条例 国務院
1961 全国重点文物保護単位38 国務院
1963 文物保護単位保護管理暫行弁法 国務院
1963 革命記念建築、歴史記念建築、古建築、石窟寺の修繕に関する暫行管理弁法 文化部
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護法（試行）」を公布した。同法は自然環境を中心
とした環境保護法規体系の始まりとは言え、歴史
的環境に関する内容までは含んでいなかった。
（4）	歴史文化名城保護を中心とした転換期	
（1980〜 1989年）
1970年代末からの改革開放政策によって都市開
発が進行し、点として文物を保護する従来の仕組
みは限界を来たし始めた。文革の終結と同時に文
物保護の法制度を回復する動きも出始め、1980
年に国務院は「古建築、文物遺跡の保護、管理の
強化に関する通知」を公布した。文物保護の面で
は、1982年に第2回全国重点文物保護単位39が指
定され、同年、人大において「文物保護法」が制定
された。同法は中国の文化財保護行政の基本法と
なり、今日に至っている。「文物保護法」の制定に
よって、1961年に制定された「文物保護管理暫行
条例」は廃止され、都市計画においては、1984年
に国務院が定めた「城市規劃条例」が1989年の人大
において「城市規劃法」として再制定された。
その一方で、1982年に国務院は、歴史的都市の
保護を目的に、「我が国（中国）の歴史文化名城の
保護に関する請願に対する通知」を発令した。「（国
家）歴史文化名城」保護制度が成立し、北京・西
安・開封など24都市が第一回歴史文化名城に指
定された。1983年には国の城郷建設環境保護部
が「歴史文化名城計画の強化に関する通知」を出
し、1986年には38都市が第二回歴史文化名城に指
定された。そして同年に、新たに省級名城及び省
級「歴史文化保護区」40の指定に関する指示も出さ
れ、1989年に人大が制定した「環境保護法」の中に
ようやく歴史的環境の概念が明記されることに
なった。
（5）	新たな展開期（1990年以降）
1990年以降、外資導入等に伴い、多くの都市で
大規模なインフラ整備が始まった。都市中心部の
再開発は旧市街地を変容させ、経済開発と歴史的
環境保全の間には新たな葛藤が生じてきた。1994
年に国務院は37都市を第三回歴史文化名城に指定
し、その後は都市を個別指定することで、2012年
12月25日時点で119都市が指定されている（図3-1
を参照されたい）。1991年からは名城保護制度を
多様な都市の実態に合わせて運用できるよう、「歴
史文化名城保護条例」策定の準備が始まった。都
市総体規劃（日本の都市計画マスタープランに相
当）の中では、名城保護計画を策定する際の技術
基準も検討されてきた。
39	 葉華・他（1995a）のp.714では次のように指摘している。1961年の第1回「全国重点文物保護単位」の指定から1982年の第2回「全国重点文物保
護単位」の指定にかけて、古建築と文物遺跡の保護と管理の強化に伴い、歴史的環境の概念がようやく文化財や歴史的建造物から、集落、
町並み、都市の旧市街地といった生活空間を中心としたものへと移行し、同年、（国家）歴史文化名城制度の導入へと展開された。
40	 2002年に改正された「文物保護法」によって、「歴史文化街区」という言葉が使われるようになった。内容は前身である「歴史文化保護区」と
ほぼ同じで、その後の保護計画の中でも「歴史文化保護区」の代わりに使用されている。
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その後、17年間の調査準備を経て、2008年7月、
国務院常務委員会の第3次審議の後、「歴史文化名
城名鎮名村保護条例」という名の法令が施行され
るに至った。同条例が施行される以前は、「文物
保護法」および「城郷規劃法」によって「国家歴史文
化名城」「国家歴史文化名鎮」「国家歴史文化名村」
は保護されていた42。国務院は新しい「歴史文化
名城名鎮名村保護条例」によって、歴史文化名城、
41	 大西・他（2001）,	p.26を参考に、筆者が作成。
42	 葉華・他（1995b）のpp.197-198では次のように指摘している。1982年に制定された「文物保護法」は、第2章第8条において初めて「歴史文化名
城」保護制度の法的根拠を明確にした。1983年、城郷建設環境保護部から「関於加強歴史文化名城保護規劃的通知」が出され、指定された名
城における保護計画の策定という都市計画上の措置が決められた。そして、1984年、「城郷規劃法（都市計画行政法規）」が制定され、同条
例第2章第16条において、「歴史文化名城」に対する保護は都市計画策定にあたっての1つの内容として取り込まれ、都市計画法規における
「歴史文化名城」保護制度の根拠も明らかにされた。さらに2002年に改訂された「文物保護法」によって、「国家歴史文化名鎮」と「国家歴史文
化名村」保護制度の法的根拠も明確に規定された。2008年に改訂された「城郷規劃法（都市計画行政法規）」にも、「国家歴史文化名鎮」と「国
家歴史文化名村」保護制度が取り込まれた。2008年に制定された「歴史文化名城名鎮名村保護条例」によるその選定基準は、候補都市・鎮・
村が所在する文化行政部門から1つ上の文化行政部門を通して国の文化行政部門に申請内容（主に都市沿革・変遷、文化財・古跡の概況、
保護の構想と取り組む現状）が提示され、審査の後、国の文化行政機関による現地調査と最終審査を経て指定される。指定された都市は国
庫補助を申請することができる。
図3-1　（国家）歴史文化名城の指定都市41
103
105
106
107
116
114
 1. 哈爾浜（ハルピン）
 2. 吉林 (キツリン )
 3. 集安 (シュウアン )
 4. 瀋陽 (シンヨウ )
 5. 承徳 (ショウトク )
 6. 保定 (ホテイ )
 7. 正定 (セイテイ )
 8. 邯鄲 (カンタン )
 9. 北京 (ベキン )
10. 天津 (テンシン )
11. 呼和浩特（フホホト）
12. 大同 (ダイドウ )
13. 代県 (ダイケン )
14. 祁県 (キケン )
15. 平遥 (ヘイヨウ )
16. 新絳 (シンコウ )
17. 楡林 (ユリン )
18. 延安 (エンアン )
19. 韓城 (カンジョウ )
20. 咸陽 (カンヨウ )
 21. 西安 (セイアン )
 22. 漢中 (カンチュウ )
 23. 銀川 (ギンセン )
 24. 天水 (テンスイ )
 25. 武威 (ブイ )
 26. 張掖 (チョウエキ )
 27. 敦煌 (トンコウ )
 28. 同仁 (ドウジン )
 29. 喀什（カシュガル）
 30. 日喀則（シガツェ）
 31. 江孜（ギャンツェ）
 32. 拉薩（ラサ）
 33. 麗江 (レイコウ )
 34. 大理 (ダイリ )
 35. 巍山 (ギサン )
 36. 昆明 (コンメイ )
 37. 建水 (ケンスイ )
 38. 宜賓 (ギヒン )
 39. 瀘州 (ロシュウ )
 40. 自貢 (ジコウ )
 
　
 41. 楽山 (ラクサン )
 42. 重慶 (ジュウケイ )
 43. 成都 (セイト )
 44. 都江堰 (トコウエン )
 45. 閬中 (ロウチュウ )
 46. 遵義 (ジュンギ )
 47. 鎮遠 (チンエン )
 48. 桂林 (ケイリン )
 49. 柳州 (リュウシュウ )
 50. 瓊山 (ケイザン )
 51. 雷州 (ライシュウ )
 52. 肇慶 (チョウケイ )
 53. 仏山 (ブツザン )
 54. 広州 (コウシュウ )
 55. 梅州 (バイシュウ )
 56. 潮州 (チョウシュウ )
 57. 長汀 (チョウテイ )
 58. 漳州 (ショウシュウ )
 59. 泉州 (センシュウ )
 60. 福州 (フクシュウ )
 
　
 61. 贛州 (カンシュウ )
 62. 南昌 (ナンショウ )
 63. 景徳鎮 (ケイトクチン )
 64. 長沙 (チョウサ )
 65. 岳陽 (ガクヨウ )
 66. 江陵 (コウリョウ )
 67. 鐘祥 (ショウショウ )
 68. 武漢 (ブカン )
 69. 随州 (ズイシュウ )
 70. 襄樊 (ジョウハン )
 71. 南陽 (ナンヨウ )
 72. 洛陽 (ラクヨウ )
 73. 鄭州 (テイシュウ )
 74. 開封 (カイホウ )
 75. 商丘 (ショウキュウ )
 76. 浚県 (シュンケン )
 77. 安陽 (アンヨウ )
 78. 聊城 (リョウジョウ )
 79. 済南 (サイナン )
 80. 淄博 (シハク )
 
　
  81. 青島 (チンタオ )
  82. 曲阜 (キョクフ )
  83. 鄒城 (スウジョウ )
  84. 毫州 (ハクシュウ )
  85. 寿県 (ジュケン )
  86. 歙県 (キュウケン )
  87. 衢州 (クシュウ )
  88. 臨海 (リンカイ )
  89. 寧波 (ニンポー )
  90. 紹興 (ショウコウ )
  91. 杭州 (コウシュウ )
  92. 上海 (シャンハイ )
  93. 蘇州 (ソシュウ )
  94. 常熟 (ジョウジュク )
  95. 鎮江 (チンコウ )
  96. 南京 (ナンキン )
  97. 揚州 (ヨウシュウ )
  98. 淮安 (ワイアン )
  99. 徐州 (ジョシュウ )
 100. 山海関 (サンカイカン )
 
　
  101. 鳳凰県 (ホウオウケン )
  102. 濮陽 (ボクヨウ )
  103. 安慶 (アンケイ )
  104. 泰安 (タイアン )
  105. 海口 (カイコウ )
  106. 金華 (キンカ )
  107. 績溪県 (セキケイケン )
  108. 吐魯番 (トルファン )
  109. 特克斯県 (テケスケン )
  110. 無錫 (ムシャク )
  111. 南通 (ナンツウ )
  112. 北海 (ホッカイ )
  113. 嘉興 (カコウ )
  114. 宜興 (ギコウ )
  115. 中山 (チュウザン )
  116. 太原 (タイゲン )
  117. 蓬莱 (ホウライ )
  118. 会理県 (カイリケン )
  119. 庫車県 (クチャケン )
 
 
　
29
30
31
32
27
26
28
25
23
24
1
2
3
4
5
6
7
9
10
11 12
13
14
15
16
17
18
19
20 21
22
33
34
35
36
37
38 39
4041 42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
6061
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72 73
74
77
7879 80
81
82
83
84
85
86
87
88
899091
92
93
94
95
96
97
9899
8
75
76
100
101
102
104
108
109
119
115
118
112
117
111
110
113
116
Journal  of  Policy  Studies   No.48  (November  2014)
名鎮、名村の全体を包括して保護する体制を整え
た。保護範囲に指定されると、その中での建設や
活動はすべて保護計画に従わなければならず、各
級の政府および関係する諸部門の保護管理責任と
権限が強化された43。
3.3　政策・法制度の実施体制
中国においても歴史的環境保全の政策および法
1982年に「（国家）歴史文化名城」保護制度が整備
されて以来、すでに32年が経過した。この間、中
国では都市開発が進行してきたが、それに対応す
る地方レベルの保護制度制定にはかなりの時間を
制度は、文化管理と都市計画の両部局が関与する
形で実施されている。文化財保護以外の「国家級
歴史文化名城」「歴史文化保護区」等の保護管理に
ついては都市計画部局と文化部局が共同管理して
おり、国レベルでは建設部と国家文物局が、地方
（省）レベルでは都市規劃院と文物局が、それぞれ
担当している。これらを図に描くと図3-2のよう
になる。
要した。たとえば河南省政府は、省内の「（国家）
歴史文化名城」と「省級歴史文化名鎮（村）」45を保
護するため、5年間の調査準備を経て、1998年に
「河南省歴史文化名城保護条例」46を提案した。そ
43	 国務院法制弁農業資源環保法制司・他（2009）,	p.14を参考。
44	 前掲載、王・他	（1999）の5章の図5-12を参考に、筆者が作成。
45	 2002年改正（1982年制定）の「文物保護法」2章第14条には、「保存された文化財が特別に豊富であり、かつ重大な歴史価値あるいは革命記念
意義を有する鎮政府（村）より所属する省（自治区、直轄市）に申請を提出して、審査、承認を受け、省級歴史文化名鎮（村）に指定され、公
布され、国務院に通報する」と記されている。
46	 2012年12月26日に河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏へヒアリング調査をしたところ、名城制度による保全政策を取り
入れた時期が遅く、保全するより前に政府が商業利益を優先し、歴史的町並みは大規模に破壊され、その結果、街は新しく創り直され近
代的な施設が過度に整備され、古い建造物を保全しようとしてもすでに手遅れになってしまったという。保全条例を作る初期には保全方
法が明確ではなく、1986年以後も開発によって古い町並みが消失し、保全計画も何回も変更され、条例制定にも長い時間がかかってしま
うという。
図3-2　中国の歴史的環境保全政策の実施体制（簡略図）44
国務院
建設部 国家文物局
国家級歴史文化名城歴史文化
保護区建設規制地域
文物保護
地方政府
地方城建、規則管理部門 地方文物、文化管理部門
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の後、同条例は河南省政府の常務会（省レベルの
各種委員会を統括した委員会）で修正され、河南
省の人民代表大会常務委員会に付議された。その
後、2003年に同じ人民代表大会常務委員会で3回
の審議を経て、同年10月にようやく施行されるに
至った。都市開発は2000年以降に急速に進行した
ため、地方都市の保護条例も2000年以降に制定さ
れたものが多い。法制度が実態に追いついておら
ず、歴史文化名城の保護と開発を両立できていな
い都市も多い。
その「河南省歴史文化名城保護条例」第7条によ
ると、歴史文化名城のある地方政府の都市規劃行
政部門と文物行政部門が、共同で歴史文化名城の
規劃、保護、管理および監督をするものと規定さ
れている47。また同条例の第13条によると、歴史
文化名城保護規劃によって指定された重点保護区
（歴史・文化保護区）48、伝統風貌協調区49、重点
保護建築物については、都市規劃部門と文物行政
部門が共同で保護規劃を策定し、主たる規制区域
を合理的に指定するものとされている。
しかし、河南省開封市の都市規劃勘測設計研究
院（以下、都市規劃院という）と文物公園局（以下、
文物局という）に対してヒアリング調査50を行っ
たところ、「文物保護法」と「河南省歴史文化名城
保護条例」では歴史文化名城の管理責任を上記2つ
の部門が協力して担うものと規定されているにも
拘わらず、重点保護区を除いて文物局が関与でき
るのは、保護に関する政策や計画の提言までであ
り、実際に保護・保全事業を決定・執行している
のは都市規劃院ということであった。重点保護区
を指定する権限も都市規劃院にあり、文物局は指
定後に管理・監督する役目を主に担っているとい
う。条例に規定された通りの協力体制には必ずし
もなっていないことになり、中国においても縦割
り行政の問題が存在することを指摘できる。
4. 日本と中国の歴史的環境保全制度の比較
4.1　日本と中国の戦前の法制度
戦前の中国では、国内外の政治的状況や戦争の
影響から、歴史的環境を保全する政策はほとんど
展開されなかった（表4-1を参照されたい）。国民
党政府が行ったのは、土地と建物に直接関連した
文化財建造物の点的な保護に限られていた。1949
年に中華人民共和国が成立したことにより、それ
までの国民党政府時代の法令や行政組織は廃止さ
れ、それまでの法制度が引き継がれることはな
かった。
47	 「規劃」は日本語の「計画」を意味する。
48	 ある歴史時期の伝統風貌、民族特色を持つ街区、建築群、村鎮であり、名城の要素である。葉華・（1995b）のp.198では次のように指摘し
ている。1986年の国務院による第2回「歴史文化名城」の指定に伴い、新たに「省級歴史文化名城」及び「省級歴史文化保護区」の指定の可能性
と指定の原則が指示されたという。2012年12月26日の河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏へのヒアリング調査によると、
1982年に開封市が第1回「歴史文化名城」に指定されたときの「歴史文化名城」は、ほとんど歴史都市の知名度という根拠だけで指定されたと
いう。その後開封市に「名城保護規劃」が初めて作られたのが1986年である。「省級歴史文化保護区」の概念は1982年に提起されているが、
都市によって「省級歴史文化保護区」の指定時期が異なっている。開封市がその概念を初めて取り入れたのは1996年の「開封市総体規劃」で
あるという。
49	 中国の都市計画上の「伝統風貌協調区」は、日本の「歴史的風土保存区域」に相当する。
50	 2012年12月26日、河南省開封市規劃勘測設計研究院総規劃師・張超瑞氏と同市都市文物公園局課長・劉天軍氏に、それぞれヒアリング調
査を行った。
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中国において歴史的環境保全政策が本格的に展
開されるようになったのは、1982年の「（国家）歴
史文化名城」による保護制度から現在に至るまで
の約30年間である（表4-2を参照されたい）。中国
建国初期の萌芽期、停滞期、そして国内の政治的
状況に影響された見直し期に至る長期間に亘っ
て、歴史的環境保全制度の進展は困難を見てき
た。
それに対して日本では、中国ほどに国内政治の
影響を受けることがなく、文化財保護からまちづ
くりや都市計画の視点へと、保全政策を展開する
ことがより可能であった。日本でも戦前の制度
は、法理念の中に国家の威信を顕示する意図も込
められ、国家主義の象徴でもあった51。しかしそ
うした状況に鑑みても、戦前と戦後の保全制度に
は連続性・継続性があり52、戦前の経験が戦後の
保全制度にも役立ってきたと言える。
4.2　日本と中国の現在の法制度
日本と中国ともに、高度成長期に都市開発と歴
史的環境保全が葛藤する問題に直面してきた（し
ている）点では共通している。一般的に経済的に
豊かになるに伴い、人々の歴史的環境や自然環境
の保全に対する意識も高まると言える。日本で
は、経済発展の成果として、多様な歴史的環境保
全に関連した法制度が、国から地方へと徐々に拡
大されてきた。中国では、1949年以前の法制度が
戦後に引き継がれなかったこともあり、歴史的環
境保全制度は日本よりも30年ほど遅れて展開して
いると言える。現在の日本と比較して、中国の法
制度は未だ面的な保全という点で不十分な状況に
ある。その中でも「（国家）歴史文化名城」制度は、
その目的と特徴において日本の「古都保存法」に最
も近いと言える。
51	 椎名（1979）,	p.90を参照。
52	 林（1984）,	p.18を参照。
表4-1　日本と中国における戦前の法制度の比較
比較の視点 日本 中国
歴史的環境保全
制度のスタート
1871年「古器旧物保存法」→	
日本で初めての歴史的環境保全制度で、
中国よりも58年早い。
1929年「名勝古跡古物保存条例」
点的保存から
面的保全への展開
1897「古社寺保存法」→	
群をなす建造物の一括指定方式
1919年「史蹟名勝天然記念物保存法」→
土地＋建造物の保全
1929年「国宝保存法」→	
萌芽的ではあるが、群をなす建造物の	
一括指定方式を確立した。
1930「古物保存法」
1931「古物保存法細則」→	
対象となる古物は限定され、歴史的都市
や地区までは対象とならなかった。
戦前から戦後への継続性 戦前の経験が戦後の保全制度にも役立った。
1949年以前の法制度が	
引き継がれることはなかった。
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両国ともに、戦後は保全対象の拡大を図りつ
つ、日本は「文化財保護法」、中国は「文物保護法」
という一つの包括的法令によって対応しようとし
てきた点で共通点がある。しかし日本では、戦前
期の「古社寺保存法」においてすでに「群をなす建
造物の一括指定」が行われ、広域的保全制度の萌
芽が見られた。その後、「古都保存法」「伝建地区
制度」へと面的保全の発想が拡大された。中国で
は、面的保存に関する法制度は不十分な状態が続
き、第二回「（国家）歴史文化名城」の指定に伴い、
1986年にようやく「歴史文化保護区」概念が取り入
れられた。しかし実態としては、保護区指定に
よって原則とは異なる単体の建造物と周辺敷地の
保全が行われているにとどまる53。
日本では、保全対象となる歴史的環境が都市計
画区域に関わってくる場合に、地区指定と都市計
画法との一体化が問題となる。「古都保存法」で
は、歴史的風土保存計画に基づいて都市計画を策
定し、歴史的風土特別保存地区を地域指定するこ
とで都市計画法との一体化が図られている。伝建
地区制度においても、都市計画区域内の地域地区
の1つとして同地区を指定することで、法制上で
は都市計画法との一体化が図られている。
他方、中国では、名城の指定時期は都市計画の
策定時期と必ずしも同じではなく、保護計画は既
に策定されている都市総体計画への内容追加とい
う形が取られている。都市総体計画も全体内容の
調整および保護計画との整合性を保つために、改
正が行われる。
日本では、単体の建造物から「古都保存法」に至
るまで、一貫して国による指定制度を採ってきた
が、伝建地区に関しては地方自治体による住民参
加型の自主的な地区指定を可能にした。中国の名
城制度でも指定制度が採られるが、地方政府が住
民の合意を得ながら地区指定を行う仕組みには
なっていない。
現在の日本の法制度は、国と地方が連携・協力
して実施・運用する体制が整っている。たとえば
京都市は、1966年の「古都保存法」によって「歴史
的風土保存区域」「歴史的風土特別保存地区」に指
定されたが、京都市自身もその指定区域外を「歴
史環境保全条例」「伝統美観保全条例」によって保
護を図っている。これら保護地区の名称・範囲・
保護方法・資金出所等については、地方自治体が
独自に決めることができる。
中国でも、国は国レベルの法令・規則を、地方
政府はその立法権限内で地方の法令・規則を制定
できる点で、日本の制度と類似している。現在の
53	 2012年12月25日の河南省文物局元局長・楊煥成氏へのヒアリング調査によると、河南省で「歴史文化保護区」という面的な保全政策を行う
際には、都市総体計画を改訂するときに、「歴史文化保護区」の保全計画を都市総体計画の中に入れることになるが、実際には一部の単体
の建造物と周辺敷地の保全が行われているだけであるという。
表4-2　日本と中国における現在の法制度の比較
比較の視点 日本 中国
歴史的環境保全
制度の展開
1950年「文化財保護法」→	
日本の戦後の歴史的環境保全制度は	
中国より32年早い。
1961年「文物保護暫行条例」
第1回「全国重点文物保護単位」の指定→
「文物保護法」の前身
1982年「文物保護法」→	
正式な法制度として再スタート
面的保全への展開
1966年「古都保存法」→	
歴史的風土特別保存地区（建造物群、遺
跡＋周辺自然環境）
1975年「文化財保護法」改正→	
「伝統的建造物群保存地区制度」
1982年「（国家）歴史文化名城」制度	
（建造物群、遺跡＋周辺自然環境）
1986年「歴史文化街区」の萌芽
	指定方法
指定→文化財建造物
市町村の条例による指定→伝建地区→	
文化庁による選定→重伝建地区
指定→歴史的建造物
国による指定→「（国家）歴史文化名城」
指定→歴史文化保護区
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法制度は、主に国務院とその各部委員会、地方政
府（省（直轄市・自治区）、市、県）とその所属部門
が公布・制定する“指示”、“弁法”、“規定”、“命令”、
“通知”によって運用されている54。しかしこれら
法規条文は正式の立法手順を欠如している面があ
り、厳密に言えば国や地方の法令とまで言うこと
はできない。
4.3　日本と中国の政策実施体制の比較
中国は文化財保護以外の「（国家）歴史文化名城」
「歴史文化保護区」等の保護管理については計画部
局と文化部局が共同で管理運営し、国レベルでは
建設部と国家文物局が、地方レベルでは都市規劃
院と文物局が担当している。日本・中国ともに歴
史的環境保全に関わる政策には、文化財保護の関
連部局と都市計画の関連部局が関与している。そ
して両国ともに両部局は法制度上連携・協力する
体制を標ぼうしているものの、実態としては縦割
り行政の壁が強く、必ずしも連携・協力はうまく
機能しているわけではない。
王・他（1999）55は、日本の歴史的環境保全の実
施体制について、各々独立した2つ部局の役割分
担が明確であるという点から積極的に評価をして
いる。確かに縦割り行政の壁を越えて連携しよう
と試みている地方自治体が、一部にはある。そう
した先進自治体の取り組みに、今後の方向性を見
て取れるかもしれない56。宮澤（1985）は、伝建地
区を担当する部局の多くは教育委員会社会教育課
であるが、歴史的町並み保全を円滑に進めるに
は、教育委員会だけに納まらない問題が多く、文
化財保護行政の枠を超えた対応が必要と指摘して
いる57。この点に関連して、小林・他（2003）は、
伝建地区制度が町並み保全に一定の成果を上げて
いることを評価しながらも、市町村担当部局の
「組織体制の整備が不十分」、「他部局との調整が
不十分」、「方針が定まらない」などの取り組み体
制に問題があることを指摘している58。
一方、中国では、都市計画関連部局の方が文化
財保護関連部局よりも強い権限を持っており、都
市開発が歴史的環境保全よりも優先されている。
歴史的環境を保全しつつ、そのうえで都市開発や
地域振興との両立を図っていくには、文化財関連
部局が少なくとも対等な権限を持つことが必要で
あり、それを後押しする政府や国民の意識や価値
観の変化が求められる。その点で、日本の先進的
な取り組みの中から学べる点もある。
5. おわりに－まとめと今後の課題－
本稿では、日本と中国の歴史的環境保全をめぐ
る政策・法制度について、その誕生から現在に至
るまでの変遷と現在の実施体制という観点から検
討を行ってきた。両国の法制度の特徴と成果、そ
して課題について比較検討してきた。そして、現
在、中国の都市が直面している開発か歴史的環境
保全かという葛藤に対する歴史的・制度的な理解
54	 地方政府（省（直轄市・自治区）、市、県）とその所属部門が公布・制定する“指示”、“弁法”、“規定”、“命令”、“通知”とは、日本の地方政
府が下達する要項に相当する。2012年12月25日に河南省文化財局元局長楊煥成氏へヒアリング調査を行ったところ、各地方政府が公布・
制定した歴史的環境保全に関する“指示”、“弁法”、“規定”、“命令”、“通知”に法的拘束力はなく、特に「歴史文化街区」の保全には、単体
としての歴史的建造物の外観を保全するか変更できないことを指示するだけであるという。日本の文化財保護法に基づく「伝統的建造物群
保存地区」のように保全体制が整っていない。さらに、中国の地方都市では、「歴史文化街区」に指定される前からすでに対象地域が開発さ
れてしまい、文化財保護部局が保全しようとしても間に合わないケースが多く見られるという。
55	 王・他	（1999）,	p.38を参照。
56	 本文中で竹原市の事例に言及したが、そこでは成功とまでは言えないまでも縦割り問題を解決しようという姿勢がみられた。また、2011
年9月10日に川越市で行ったヒアリング調査によると、川越市では重伝建地区の選定過程で、行政が住民の意見を集めて「町づくり規範」を
作ったという。住民が主体となって自分の町を見守っているというケースが全国の重伝建地区に散見される。歴史的町並み保全の担い手
である地域住民の意識や考え方を取り入れることが、行政が縦割り問題を緩和できる1つの切口として考えられる。
57	 宮澤（1985）,	pp.10-20を参照。
58	 小林・他（2003）,	pp.87-94を参照。
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とその解決の方向性を探ってきた。
まず日本と中国の政策・法制度の比較検討か
ら、共通点あるいは相違点として、以下の6点を
指摘できよう。
第1に、歴史的環境保全制度の変遷という点で、
日本の戦前・戦後の制度には連続性・継続性が
あったのに対し、中国では戦前の制度が戦後に引
き継がれずに、政策・法制度の進展という点で遅
れを作る原因となった。
第2に、日本・中国ともに、文化財や歴史的建
造物の保全の対象・範囲を徐々に拡大しながら、
それを包括的な一つの法制度で対処しようとして
きた点では共通性がある。ここでいう包括的な一
つの法制度とは、日中両国の歴史的環境がそれぞ
れ一つの法制度「文化財保護法」と「文物保護法」に
よって守られてきたことを指す。
第3に、日本・中国ともに、文化財や歴史的建
造物の点的な保存から面的な保全へと展開してき
た点でも共通点がある。ただし、現状の中国は未
だ面的な保全のための法制度を確立するまでには
至っておらず、その点では遅れがある。さらに、
中国では「歴史文化街区」のような面的な保全の始
まる前に開発が進行してしまい、保全への対応が
遅れてしまっている問題がある。
第4に、日本では都市計画法の中に歴史的環境
保全を意図した地区を指定することで、とりあえ
ず2つの目的の一体化が試行されているのに対し、
中国の歴史的建造物等の保護計画は、すでに策定
されている都市総体計画に追加される形であり、
都市開発を変更するほどの効力を持っていない。
歴史的環境保全と都市開発の両関連部局間の連携
という点でも、日本の方がやや一日の長がある。
第5に、上記の点と関連して、日本・中国とも
に、文化財や歴史的建造物の保護・保存におい
て、都市計画部局と文化財保護部局が法制度上は
連携・協力する形にはなっているものの、縦割り
行政の壁が立ちはだかっている点で共通してい
る。日本では両部局の権限と役割が明確に規定さ
れてはいるが、実際の連携・協力は総じて成果を
上げていない。中国においては、都市計画部局の
権限が勝るために、歴史的環境はしばしば危機に
瀕している。
第6に、日本では都市計画にしても歴史的環境
保全地区にしても、計画策定や地区指定の段階
で、住民との議論や合意を図る仕組みが制度化さ
れている。中国の政策決定はトップダウン方式で
あり、地域住民が参加するまちづくりの手法は未
だ制度化されていない。中国では住民参加という
言葉自体が近年使われ始めた段階である。
以上、日本と中国の文化財保護制度から歴史的
環境保全制度までの流れにおける共通点と課題を
6つの点にまとめてきた。最後に指摘した中国に
おける住民参加の可能性については、次のような
活動が指摘されており、それが実際にどのように
機能しているかを今後の検討課題としたい。
中国の都市の行政組織は、「市」の下に「区」、そ
の下に「街道」が置かれるという三層の組織から構
成されてきた。さらにその下に「社区」という生活
共同体、いわゆる地域コミュニティが形成され、
住民自治組織としての居民委員会が設けられてい
る。こうした組織は、住民の文化、科学普及、娯
楽等の機能を担ってきたが、将来的には行政がま
ちづくりを実践する際に、住民の意見を取り入
れ、住民たちが街の歴史的環境を守る活動に参加
する場として活用しうる可能性はある。一部の居
民委員会にはそうした萌芽的な活動が観察されつ
つある。政治体制の違いはあるが、街づくりへの
住民参加という点で、今後日本の経験から学べる
点が増えていくのではないだろうか。
日本では、点的な保存から面的な保全へと法制
度が展開される中で、街中の小さな範囲・地区
をも対象としうる「（重要）伝統的建築物群保存地
区制度」が活用されてきた。現在の中国では、面
的な保全を意図した法制度は「（国家）歴史文化名
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城」制度のみである。この制度は、歴史文化街区
保全という概念と手法を取り入れることで、広範
囲かつ包括的な保全を目指しているものの、実際
の効果については未だ疑問も多い。中国も日本の
「伝建地区制度」を参考に類似の制度を導入するこ
とは、検討に値するのではないだろうか。現行の
「（国家）歴史文化名城」制度における「歴史文化街
区」にも、保全規制、都市計画法の緩和、助成お
よび補償措置がある。これらを日本の制度を参考
に、より厳しくかつ実効性のある制度へと拡充し
ていく可能性が考えられる。
中国の「（国家）歴史文化名城」制度の実態とその
効果の検証、そして日本の「伝建地区制度」を参考
に制度改革を行う可能性についても、今後の研究
課題としたい。
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